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研究成果の概要（和文）：本研究は、「核」と歴史認識問題を軸として、日本外交における対米依存の構造が冷戦期に
どのように形成されてきたかを、日米関係、アジア諸国との関係、西ドイツ外交との文脈で考察することで、日本外交
の選択の是非を検証することを目指した。第一に、１二国間主義、２地域主義、３多国間主義という枠組みの中で、日
本が１に傾斜し、西独は２を重視したことで、両国の外交地平の拡大に違いが生じた、第二に、その歴史的要因として
、歴史認識問題と「核の傘」への取り組みの違いが大きかった、第三に、米国の核ガバナンスに対する関係諸国の対応
の違いの考察を通して、冷戦後の「核」をめぐる現状の理解に有意な知見を提供することができた。

研究成果の概要（英文）：Analyzing nuclear issues and the historical problem in bilateral, regional, and 
global context, the research came up with the following findings: (1) Tokyo, by heavily relying on 
U.S.-Japan bilateral relations, failed to expand its activities in Asia, while Bonn succeeded in 
expanding its diplomatic maneuverability by establishing its position in the regional space, (2) The 
difference in expanding their diplomatic frontiers was also caused by the way the two countries tacked 
these two problems, (3) the US quest for atomic supremacy and primacy in world affairs in the form of the 
“nuclear apartheid” produced various reactions not only from its allies but also from communist 
countries that are illuminating in understanding the present state of affairs in the world of nuclear 
weapons.
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１．研究開始当初の背景 
 2011年 3月 11日の福島原発事故は、これ
まで見えなかった、日本社会や日本外交が抱
える諸問題を浮き彫りにした。第一は、核の
平和利用と「核の傘」の関連の問題である。
両者は一体なので脱原発は困難であるとの
立場から、「日米原子力共同体」論を唱える
識者も現れた。第二に、日本外交が依然とし
て対米依存の構造から脱却できないでいる
ことも明らかになった。「緊密で対等な日米
関係」を標榜し、普天間の海外移設を公約に
掲げた鳩山民主党政権が、親米派の官僚から
足を引っ張られ、結局辞任に追い込まれたこ
とは、日本社会内に「日米安保村」の存在を
知らしめることになった。 
 以上の状況を踏まえ、一次資料を使って、
対米依存の構造がどのように形成されたの
かを明らかにする実証的研究を通して、日本
外交が積み残してきた未解決の問題や負の
遺産を摘出し、これからの日本外交が取り組
むべき課題と方法を提示することができれ
ばと考え、共同研究に取り組むことにした。 
２．研究の目的 
以下の三つの課題を設定した。 
（１）冷戦後の日本外交は依然として対米依
存の構造から脱却できないでいるが、その原
因を冷戦期に形成された日米関係の枠組み、
なかでも「日米安保村」、日米安保と「核の
傘」論、保守政治家や外交・防衛の担当者た
ちに見られる日本型ナショナリズム（対米従
属ナショナリズム）がどのように形成されて
きたのかを明らかにする。 
（２）日本がアジア諸国との関係で未解決の
まま「積み残してきたもの」を検証すること
なくしては、対米依存の構造を十分説明する
ことができない。それゆえ、日本外交の拘束
要因がどのように形成されていったかを実
証的に考察するにあたって、日米二国間関係
だけでなく、アジア諸国との関係がどのよう
に展開したのも検討する。 
（３）上記の問題の解明の鍵を握っているの
は、歴史認識問題に加えて、「核」をめぐる
諸問題、なかでも冷戦期のアメリカの核ガバ
ナンスが関係国に及ぼした影響であるとの
認識の下、これら二つの問題を中心に考察す
る。そのさい、安全保障や歴史認識問題への
西ドイツの取り組みを比較・検討することに
より、西ドイツはなにゆえ外交地平の拡大に
成功したのかを明らかにし、今後の日本外交
にとっての有意な知見の提供を目指す。 
３．研究の方法 
 研究分担者のテーマに沿って、国際関係の
理論研究、実証的歴史研究、比較研究（マル
チアーカイヴァル研究）の三つのアプローチ
を各自が採用した。共通認識としては、最新
の冷戦史研究を踏まえることに加え、比較の

視点を重視し、可能な限り一次資料を使った
実証的な研究方法をとるようにした。また、
理論研究の場合、歴史研究の成果も反映させ
るよう心掛けた。 
４．研究成果 
 本プロジェクトで得た成果は以下の三点
に要約できる。 
（１）二国間主義、地域主義、多国間主義 
 日本外交が対米依存の構造から脱却でき
ない状況が続き、他方で西ドイツは対米関係
を相対化できたのはなぜかを明らかにする
にあたって、上記の三つの枠組みとの関連で
日本外交と西ドイツ外交を比較・検討した。
その結果、日本外交がアジア地域に外交の足
場を構築することができずに、日米二国間主
義に傾斜したのに対して、西ドイツ外交は地
域統合の促進を通して、ヨーロッパという外
交空間に足場を築くことに成功したことで、
対米依存を相対化することができた。この違
いが、一方で、西ドイツの外交地平の拡大に
つながり、他方で、日本の対米依存からの脱
却を困難にしたことを明らかにすることが
できた。 
（２）歴史認識問題、「核」をめぐる諸問題 
 両国間の外交に上述のような差異をもた
らすことになった要因として、歴史認識問題
と米国の「核の傘」への両国の取り組みの違
いが大きかったとの仮説を検証した。その結
果、この仮説の妥当性を確認することができ
た。西ドイツが歴史認識問題で周辺諸国との
和解に相当な成果を挙げたのに対して、日本
はこの問題でアジアの近隣諸国との間に折
り合いをつけることができない状況が現在
まで続いていること、さらには日本が、その
安全を米国の「核の傘」に依存し続けている
のに対して、西ドイツは NATOという多国間
安全保障の枠組みの中で自国の安全を追求
することができたため、安全の分野で対米依
存度を相対化することができたことを明ら
かにすることができた。 
（３）米国の核ガバナンスと関係諸国の対応
の違い 
 米国は核の優位を維持することでヘゲモ
ニー国家としての地位を保持してきた。だが、
米国の「核アパルト政策」は深刻なディレン
マを抱えていた。米ソ間に核パリティの状態
が生じると、同盟諸国は米国の「核の傘」へ
の信頼に不安をいだくことになり、フランス
のように独自の核保有に走る国も出た。北朝
鮮の脅威と対峙する朴正煕政権も一時は、米
国の核抑止力への信頼の低下が原因で、独自
に核兵器開発に着手したが、米国の強い圧力
で断念させられたという経緯がある。同盟国
の中でも、米国の核抑止力の提供を受け入れ
た日・西独の場合は、非核の選択をおこなっ
たが、それでも米国の核政策は同盟内政治に



しばしば緊張をもち込んだ。その一方で、米
国の核兵器は、対立する共産主義国にとって
は脅威だとみなされ、中国や北朝鮮の場合に
見られるように、それは核拡散の原因になっ
た。そうした核兵器をめぐるアジアの現状も
また、日本外交が対米依存の構造から抜け出
すのを困難にしている。  
 以上の研究成果が日本外交にとってもつ
含意は以下の通りである。日本は今後、歴史
認識問題にさらに積極的に取り組み、東アジ
ア諸国との歴史和解と信頼関係の醸成に努
める必要がある。西ドイツが欧州に外交の足
場を構築することで外交地平を拡大するこ
とに成功したことと比べると、日本はアジア
に確固たる足場を築くことができなかった。
このことは、日本外交が日米二国間関係に大
きく傾斜する原因となった。それゆえ、日本
の対アジア外交の再構築は喫緊の課題であ
る。また、米国の「核の傘」への依存を相対
化することは、日本外交の対米自立を高める
ことにつながると考えられる。だが、日本外
交における日米安保体制と米国の「核の傘」
への依存度を相対化するためには、同時に東
アジアの安全保障環境の改善が不可欠であ
る。この課題に取り組むためには、東アジア
の秩序をどう構築するかという長期ヴィジ
ョンと戦略が必要になるが、そうした秩序構
想や戦略は、日米同盟基軸論にもとづく抑止
力の強化だけでは、逆に安全保障のディレン
マを惹起することになるため、安心供与政策
を伴うことが必須である。本プロジェクトで
得られた知見は、上述のような意味で、日本
外交が取り組むべき問題と課題を考えるう
えでも有益だと考える。 
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